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１．まえがき
一般に，組織活動の中でメンバーが問題を自覚し
て，その状況を改善しなければならないと感じたと
しても，実際にその変化を組織に反映することは殆
どない（キーガン2013）。何故なら，これまでの行
動様式に順応してきているリーダーを含めた多くの
組織メンバーには，新しいビジョンに則した行動を
とる能力は不足しているし，特に自ら過去の行為を
否定することは苦痛であるだけでなく，新しいこと
へ確信がないまま取り組むことに対してはリスクさ
え感じてしまうからである。著者は，かつてこのよ
うな前意識的な集団的行動特性によってある学校組
織メンバー全員が当初共有していたはずの改革への
動機づけが実を結ばず，結果としてリーダーが対面
的に如何にもやったように見せかけることに終始す
るスピンな政治に，また改革を推進するはずのプロ
ジェクトのメンバーも全体の合意形成よりも内輪の
意向を偏重する集団心理的な落とし穴（同質型チー
ムの弊害（小林2001））に陥ってしまう事態を経験
している（竹村2004）。そして，そこでの格闘を通
じてリーダーには，ただ単に組織開発のビジョンを
明らかにするだけではなく，集団的な行動様式の変
化が定着するまで内外に働きかけ続ける責務がある
ということを確信した。
一方，ガービン（2002）は，学習を支援・刺激
する環境を整備する条件として以下の四つをあげて
いる。
・差異の認識と受容
・タイムリーで率直なフィードバックの提供
・新しい考え方や未開発の情報源の追求
・誤謬やミス，その時々の失敗を改善の代価として
受け入れる態度
著者は，富山大学人間発達科学部附属特別支援学
校（略.富附特支）校長として，これらの学びを活
かすべく組織学習を推進し，平成27年度の学校経
営計画では，以下のビジョンを掲げている。
『授業研究を学校経営の中核に捉え，教師が専門
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摘 要
著者は，兼務する附属特別支援学校にあって，利害関係者との意見交換を踏まえながら教師に学びあいを働きかける
ことで，社会適応と同僚共生，すなわち教師が主体的に学び，関わりを通じて組織（行動様式）変容に合意することを
目指した調整を図っている。本論では，主意主義的な見地から組織学習のアプローチに従った著者の働きかけとそれに
伴い変容する自らの認識について述べる。
Abstract
The author is holding an additional post of a special support school, and aims at that a school does coworker
symbiosis with social adaptation. Social adaptation and coworker symbiosis are that a teacher learns actively
and agrees on an organization (behavioral pattern) change through mutual relationship. The author has influ-
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stakeholders. This voluntaristic paper describes the author's coordination and some critical recognition in ac-
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家として育ち合うための同僚共生を築き，学校の社
会適応を図る。』
本論は，このビジョンを採るに至った経緯と遂行
するために行った実行可能で望ましい働きかけを中
心とした実践的認識論である。著者は，組織学習の
アプローチとしてソフトシステムズアプローチ（図1）
を採用している注1）。本論では，これに沿いながら
組織学習で重大な意味を持つイベントを中心に認識
論を展開する。具体的には，同図のStage2に相当
する利害関係者のヒアリングと改革のためのアイデ
ア孵化，Stage3の教師アンケートを踏まえたミド
ルリーダーの学びあい，Stage4と5にあたる従前
との差異がわかる改革ビジョン，Stage6の改革を
「見える化」するロードマップ，そしてStage7の
実践の振り返りと展望について述べる。
２．利害関係者のヒアリングと改革のための
アイデア孵化
図2は，富附特支の社会的な概観を模索するた
めに平成26年度着任後直ちに行った外部すなわち
学校外の利害関係者からのヒアリンングをもとに作
成した著者の問題認識の意味ネットワーク（竹村
2007）である。なお，このヒアリングからは，学
校の置かれた状況と同時に著者の経営的な戦略と戦
術のアイデアも孵化している。そしてこれらに関し
ては，結果としてその後の改革の方向性を示唆する
ものとなった。以下，4つの要点をもとに説明する。
外部からの富附特支教師のイメージ（図２ノード②）
附属学校であることから，教育以外に研究や教育
実習生への指導に時間を取られており，遅くまで仕
事に追われている。その上，個別の教育支援計画に
時間を取られているため，教師には児童生徒の面倒
を本当に見ることができるのかと疑問に感じている。
外部からの富附特支のイメージ（図２ノード）
県立校から富附特支へ移動する希望者が，きわめ
て少ない。まじめな教師が一本釣りで採用されてい
るが，一旦入ったら，なかなか県立校に戻ることが
できない。特に小規模校であることから，中核的な
存在になればなるほど余人がいないという理由から，
たとえ本人が転出を希望したとしても組織運営上叶
えにくくなっている現状は否めない。研究が好きな
教師に向いている学校ではあるが，研究のカラーと
しては富山大学附属でありながら，むしろ学外教師
の影響を強く受けていると思われる。
国立大学附属学校の教師は，児童生徒への直接の
教育に加え教職希望大学生への指導，さらには先導
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図１ ソフトシステムズアプローチの概念
（仮説実験モデル（竹村2012）を改訂）
図２ 利害関係者ヒアリングによる問題状況の意味ネットワーク図（平成26年５月）
的な研究の取組みがかせられているため県立学校に
比べ多忙であるという認識は着任前から持っていた
ものの，以上からは学校の抱える問題の一端を察知
することとなった。ただし，仮に上述した認識が一
般的であったとしても，富附特支に赴任することに
なった教師にしてみれば，教育研究環境の整ってい
る国立の附属学校にあって，学術研究とまでいかな
くても，少なくとも何かしら学びたいという展望は
あると思われる。そこで，著者は以下のような政策
アイデアを孵化した。
転入希望教師を増やすための戦術（図２ノード）
自身（自己成長）のために学びたいと思う教師が
在任期間中に何かを学べる環境を整備すること，そ
のための学びのカンファレンスを開設することが有
効である。前提条件として時間的な余裕がなければ
ならないので，現行のノルマを抑え校務を減らして，
・やるべきこと・は定時に終え，その後・やりたいこ
と・，あるいは・やったらいいこと・に従事したとし
ても午後7時には帰れるようにする。また，富附
特支の在任期間を予め決めて，その期間にキャリア
開発の目標を立てさせるようにすること，そして優
秀なものには大学院無償入学制度の適用や貢献度に
見合った給料体系を導入するなどが考えられる。
中核支援学校化の戦略（図２ノード）
富附特支は，県立校と横並びであっては附属とし
ての存在意義を示すことはできない。しかし，その
ための戦略は研究（発見）面で特化することも現状
では難しい。むしろ，県立校へ教育研究資源を提供
する（応用）面で中核的な役割を担うことが実行可
能で望ましいといえる。県教委や県立学校長と人事
交流を活性化するという合意を前提に，従前の行事
の中に富附特支主催の県立校教師向け研修会を開催
するといった取り組みを推進することが考えられる。
３．教師アンケートを踏まえたミドルリーダー
の学びあい
平成26年5月の学校安全衛生委員会による教師
の疲労度調査結果を受けて，教師の極端な疲弊実態
が明らかになった。そこで，直ちに教師向けにアン
ケートを実施した。7月に入って大学院科目「問題
解決学特論」での実践である学校支援プロジェクト
においてその回答をもとに問題点を洗い出した。そ
して，より当事者的で根本的な原因を探るために5
名の分掌主任（ミドルリーダー）からなる自己点検
プロジェクトを学校に立ち上げた。このプロジェク
トでは3回に渡りこれらを踏まえた討議を行った。
著者は，これにファシリテーターとして関わること
で図3に示す具体的な問題認識に至った。
役割分担による効率化（図３ノード⑤）
業務を効率的にする必要性は感じる。しかし，業
務が必要かそうでないかは個人レベルで決められる
ものではない。全体での話し合いを通じて共通理解
教育経営の実践的認識論
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図３ 自己点検ワーキングを通じた当事者的意味ネッ
トワーク図（平成26年11月）
をすることが重要である。むしろ，関わり合いの中
で若手の育成にも力を入れていき，チーム学校とし
て仕事に従事することで効率があがる。さらに，教
師アンケートの意味を確認してお互いの気持ちを理
解することが精神的な余裕を生み，仕事の役割再分
担といった形で効率化が可能になると考える。
バス停掃除・通学路のごみ拾い（図３ノード⑪）
障害者理解のための活動として，附属学園内部の
協力や外部との連携，地域との繋がりが重要である。
地域との繋がりといっても特別な行事や機会が頻繁
にあるわけではないため，切り口として美化・奉仕
活動を行うことで関わりを持っていけたらよいので
はないか。具体的には，バス停の掃除や通学路のご
み拾いといった活動であればすぐにでも取り組むこ
とができ，時間も短時間であれば習慣として継続的
に行えるというメリットもある。公共の場の清掃を
通して地域との関わりを持てれば，理解活動にとど
まらず附属の知名度アップやアピールにもなる。
働くことに意味を持っていくこと（図３ノード⑯）
学校内部の関係だけでなく，県立校など外部との
関わり合いにも注目していかなければならない。特
にセミナーなどを通して県内外に発信して積極的に
富附特支を知ってもらうこと。知名度を上げていく
という意識が充足感を得ることに繋がる。一人ひと
りが働くことに意味を持ち，意識していくことが求
められる。働くことへの意識という面では，極端で
はあるが命をかけてやり遂げたい何かがあるといっ
た強い意志を持つことや大きなことをやりきったと
思える動機付けを大事にしていくことが大切である。
学校全体研究の改善（図3ノード）では，2つ
の認識にまとまった。
結果が出るような全体会（図３ノード）
研究全体会において，毎回の議論がゼロからのス
タートになり時間がかかる。また長時間話し合って
も結論がまとまらないのは，中心となる議題自体が
妥当なものかどうかという問題もある。研究に関す
る意見が違いすぎることで全員に活動の負担感が大
きくなっている現状は改善していく必要がある。議
題そのものを絞って話し合いをしていく，または多
様な意見が出た場合，これを整理集約することで提
言を導いていき，結果が出るような研究全体会にし
ていくことが重要である。
附属学校として残すべきものは残す（図３ノード）
全体研究で何をやっているのか，何を話し合って
いるのか，質疑応答の内容も難しいと感じてしまう。
特に新任教師にそのような認識を持つ者が多いので
はないか。さらに学校研究の観点に・キャリア教育・
を取り入れたことでより混乱が生じてきているので
はないか。しかしながら仮にそうであっても，少な
くともわからないことを皆が放置してしまっている
態度を変えることは重要であり，まずは意見を交わ
す場を整えて，その場で明確にする行動が必要であ
る。また，富附特支では，これまで支援ツールと支
援環境を整えるという特徴的な取り組みがあるが，
実際にはツールが使われていないことが多い。今一
度，富附特支の教育研究資源として必要なもの，残
すべきものを考えていかなければならない。
以上の認識を踏まえて著者は，学校研究に関する
全体認識を確認するために，12月からすべての教師
に対し研究活動の振り返りを行わせた。その結果，
富附特支の現行研究テーマである・キャリア発達を
促す授業づくり・に対する理解がなされていないこ
とが明らかになった。そこで，現行の研究テーマに
ついて直ちに共通理解を図るよう学校全体での学び
あいを行わせた（図4）。また，このような状況に至っ
た経緯を詳しく調べるために，これまでの学校研究
紀要等のドキュメントを構造分析する第二弾の学校
支援プロジェクトを大学研究室に立ち上げた（島居
2015）。その結果，本校では仮説検証型の研究アプ
ローチを採用しているにもかかわらず実際の取り組
みはそうなっていないことが分かってきた。つまり，
研究紀要における結果と考察では実地踏査型アプロー
チにあるような・やってみてどうだったのか・という
感想に近い記述となっており，仮説に照らしての例
証がなされていない。その結果，次の研究活動へと
有機的に繋げることができない。このような取り組
みを続けていることがわかった。
以上から著者は，現在の問題状況を以下のように
特定した。
『研究校として，前研究を踏襲するという学校研
究部の実直さが，かえって学校研究を体系化し発展
させていくうえで肝要となる組織学習，特に方法論
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的議論や批判的な総括を先送りしてしまった。また
教師は，担当する児童生徒の教育に対して非常に熱
心に取り組む一方，平成23年以降において組織の一
員として学校の研究成果の蓄積やその伝承に関して
は主体的に関わろうとしてこなかった。そのような
行動特性（関わりの選択的不注意）が，全体として
学習能力を逓減させてしまい，結果として慢性的な
徒労感と無力感とを自らに招き入れることになって
しまった。』
４．従前との差異がわかる改革ビジョン
平成27年1月から3月までの期間，教師の行動
特性調査の結果注2）を踏まえながら改革のビジョン
と環境整備について検討を行った（竹村2015）。そ
して同年4月最初の職員会議において，これまで
の行動様式の視点との差異がわかる改革ビジョンを
示した。それが，「・格をあげる・，県立校から羨ま
しがられる楽しい（自己充足した）学校になる」で
ある（図5）。同僚意識を高めながら互いのキャリ
ア発達を図れる学校にしようと呼びかけた。校務分
掌業務の無駄をなくして自由に使える時間を捻出す
ることを前提に，まず学校研究を見直す。これまで
は学校全体の成果にするという目的イメージがつい
てまわったが，これを払拭して，その主眼をそれぞ
れが主体的に学んで教師としての力量を高めること
のできる環境づくりとする。・秀でた教師の姿・を発
信できれば，県教委との人事交流にも弾みがつき，
それが本校教師の自己効力感（セルフ・エフィカシー）
を高揚させ，さらなる研究活動への意欲だけではな
く同僚意識も高まるはずであるとして，現状の閉塞
感を打開するためには，このビジョンを追求するメ
リットの方がそのために費やすコストよりも大きく
なることに理解を促した。
具体的な環境整備として，研究様式の第一段階の
転換を図った。これまでの学校研究部には3学部
（小学部・中学部・高等部）の研究に対して全学的
な研究計画のもと指導的な役割を与えてきたが，平
教育経営の実践的認識論
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図４ 学校研究テーマの学びあいの様子（平成27年２月）
図５ 改革ビジョン・ポスタ（平成27年４月）
成27年度はこの職責を解き，学部主体の研究すな
わち各学部で異なる児童生徒の発達段階の特色を活
かした教育実践を行わせることとした。そこでは何
を学んだかがわかる，そして何を（対外的に）活か
してもらうことができるかがわかる取組となるよう
留意する。
一方，このような転換に伴う従前の研究様式―学
校研究部主導型―との違和感や緊張が生まれること
を踏まえた緩和的な措置も必要である。特に富附特
支を組織体として捉えたとき，その特徴として規範
性―換言すれば・～でなければならない・という観
念―の強いことが窺える注2）。学部への新しい役割
付与に対する不安や，新しいやり方への不慣れから
くる過ちに対する嫌悪感に十分配慮して，失敗を許
容する鍛錬の場を用意する必要性があった。そこで
・学びあいの場・と称した研修機会を開設すること
とした。そして，これを将来の特色ある学校研究の
種を蒔き育む場，同時に県立学校へと輩出できうる
秀でた教師を育てるモラトリアム的な場になるよう
目論む。このように学部主体の研究様式への転換と
学びあいの場の設置を平成27年度の最も特長的な
施策と位置付けた。そして，これまでの学校研究部
は・研究・研修部・と名称変更したうえで，その役
割として学部主体の取り組みを支援すること，そし
て学びあいの場の企画と運営を担わせることとした。
５．改革を「見える化」するロードマップ
国立大学改革そして附属学校改革という大きな潮
流にあって，富附特支は先導的な研究と成果の還元
という取り組みを通じて常に存在意義を担保してい
かなければならない。県教委との人事交流を通じて
富山県全体の特別支援教育の発展にも貢献していか
なければならない。しかし，そのためだからといっ
て過重な労働環境を等閑にすることはできない。双
方の按配は教育経営上の難しい問題である。そこで，
6月に提示したロードマップ（図6）では，3年間
という猶予を設けて，教師の負担逓減を図りながら，
持続可能な富附特支の姿に近づく道のりを示した。
業務削減のための４本柱には，研究のあり方の見
直し，教育課程の見直し，会議の効率化，対外業務
の点検と削減を掲げた。そして，週内の定時退勤日
数を設けこれを段階的に増やしていくことで，業務
削減の進捗の「見える化」を図ることとした。
具体的には，まず会議のありかたの改善を進める。
分掌会議・学部会・学部研究会等においてやるべき
ものを精選し，開催回数と開催時間の制約を設け，
少なくとも定時前に終了させる。グループウエアを
改良して活用することで報告は事前に済ませ，協議
案件のみに割く。さらに，附属学校としての業務と
県立学校としての業務の重複を学校運営に支障のな
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図６ 平成27年度からの学校改革３か年ロードマップ・ポスタ（平成27年６月）
い範囲で削減するよう県立校や大学と調整しながら
進めていく。さらに，特色ある教育課程への見直し
を行う中で校時を前倒しにして放課後の会議や学び
あいの場の時間に余裕をもたせる。
一方，研究の在り方を見直すにあたっては，まず
学校の在り方から共通理解を得る必要がある。著者
は，富附特支は持続可能な研究校でなければならな
いと考えている。そしてそのためには，研究テーマ
の引き出しを常に幾つか用意しておかなければなら
ない。その拠り所は，教師一人ひとりの主体的な学
びにある。教師が学びたいテーマに関して先学や同
僚の支援を受けながら学び，それが学部さらには学
校の特色ある研究へと発展させていく。この累積的
な流れの常態化によって，研究校としての存在を担
保し続けていけるのである。学びあいの場は，これ
を支援するものでなければならない。ところで，一
般的な学びあいとは参加者が互いに意見を出し合い
共通認識を構築することである。前述した学校研究
の振り返りがこれにあたる。一方，同年実施した
・キャリア発達・の理解に関するグループ学習（図4
再掲）では，教師はさまざまな先行研究を踏まえた
うえでキャリア発達を自分たちの言葉で定義した。
この定義は，ひとつの富附特支としての学び（学説）
である。著者が注視する学びあいは，後者すなわち
後進が先学の知見をいわばバトンとして受け取り，
これを叩き台として社会的な正当性と真理性を担保
した自分たちの学説としてつくり上げていくことで
ある（竹村2014）。
ただし，これには時間を要する。拙速に推し進め
ず，教師の意見を反映しながら徐々に進めていかな
ければならない。表1は，教師からヒアリングし
た学びたいテーマの一覧である。この中から当面は，
研究様式の第一段階の転換戦術として対外的に存在
意義を発揮しうる3つのテーマにスポットをあて
ることにしている。初年度の中心は，先導的なICT
を活用した授業づくりである。富山大学の研究者を
先学として学部の特色を生かした授業づくりを行う。
もう一つが，教育課程の見直しである。大学の特別
支援教育の研究者との協議会を設けて特色ある教育
課程について学びあう。そして最後が，授業づくり
のコツと支援ツールの研究である。これらの実践は
富附特支で長年行われてきており，その成果も報告
されている（藤原義博，富山大学人間発達科学部附
属特別支援学校，他2012）。今後は，本校教師が先
学として社会伝播する段階であると考えており，研
究・研修部が中心となって研修用教材を整備するこ
ととする。
６．現状認識と今後の展望
学校改革は，柔軟な姿勢で状況を鑑みながら進め
ていく必要がある。たとえ校長や管理職が代わろう
ともその歩みを止めないことが肝要である。葉養
（2008）は，学校組織マネジメントの成否を左右す
教育経営の実践的認識論
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表１ 教師の学びたいテーマ一覧（平成27年７月）
る要因として以下の7つを挙げている。これらは，
チーム学校機能を強化する視点を含む重要な要因で
もある。そこで継続的な取り組みに資するために，
これらの観点から，現状を振り返り合わせて今後を
展望する。
改善すべき内容に関する理解・認識
学校改革ロードマップにより直近の改善すべき内
容を「見える化」することで，校務削減の道筋につ
いては一定の共通認識を図ることができた。しかし，
学びあいの場に関しては，その学習経験はまだ少な
いことから，それがどのようにして学部や学校の研
究の引き出しになるのか，本当にそれが可能なのか
といった懸念を払拭するにはいたっていない。学び
あいの場では，アイデアの発見からはじまり社会的
な要請に適う知見への統合，そしてそれを還元する
ための応用的な学びを行うことになろう。ICTを
活用した授業づくりは社会的な要請に適う統合の段
階に，授業づくりのコツおよび支援ツールは社会還
元する段階に至っている。一方，教師がふとした疑
問から自らの関心を掘り下げ，そのうえで挑戦的に
アイデアを膨らませる取り組みは，まだ始まったば
かりである。このような研究様式の第二段の転換の
ためには，全ての教師のコミットメントを必要とす
る。これに関しては，次に述べる教師の専門的力量
の形成とも密接に関わる改善すべき点として共通認
識しなければならない。
教師の専門的力量
教師は，担当する教科に関係なく授業研究者でな
ければならない。アートフルな教師（ショーン2001）
として，教育的な課題を発見し，授業（メソッド）
を創り，これを効果的に実践しなければならない。
その成果は，授業を介して変容する児童生徒と教師
自身の関係性を省察的に語ることで見出されなくて
はならない。ただし，このような力量は，前項で述
べたように教師が発見・統合・応用の学習サイクル
を辿り続けることによって本当に培うことができる。
これに対して，これまでの富附特支の授業研究の
主流は，応用の充実にあったのではないかと捉えて
いる。発見・統合の活動がまったく無かったわけで
はないが，外部の学識経験者が平成9年頃からチュー
ターさらにはメンターとしても関わってきたことで，
これらの役割を付託する形態が長く続く結果となっ
た。ところが平成23年に・キャリア教育・という当
時では先導的なテーマを学校課題として取入れたこ
とを契機に，発見と統合へのコミットメント，つま
りテーマ設定にあって自分たちにとって何が問題で，
それに対してどうすることが重要なのかを自分で決
めることに迫られる事態を招き入れたが，方法論的
な学習経験が殆どないために，そのプロセスを全教
員の総意のもとで決めることは難しく，結局はこれ
までのやり方への回帰衝動とも相まって現場には混
乱が広がってしまった。教師が，授業研究者として
のあるべき姿を自己決定してこなかった，そのため
のコミットメントを失念してしまったこと，これこ
そが実は精神的疲弊感や無力感の根源的原因となっ
ているように思う。
しかし，著者は言わばこの混沌こそが本当のある
べき姿に近づくための良い契機になると捉えている。
時間を味方につけて教師一人ひとりの主体的な学び
を授業づくりに活かす環境整備を今後も漸進してい
く。初年度の学びあいの場では，学部単位でのICT
を授業づくりに活用する学びあいに軸足を置いてい
るが，平成28年度からは，少しずつ教師の顔が見
える研究となるよう図っていく。それぞれが関心の
あるテーマを掘り下げ授業者としてそれをよりよく
教えるための工夫について学びあえるものへと逓変
していく。これに伴って年次の全体研究会では一部
の教師のみが行ってきた授業発表と協議を，今後は
日常的に全ての教師ができるよう変えていく。
教育組織の多様化・弾力化
超過勤務の軽減や各自の研究のための時間捻出に
は，まず役割分担に関して見直しを行う必要がある。
これまでのような一人一役に拘らず，教師の負荷が
均等になるよう臨機応変な配分を図る。また個々の
児童生徒の特性に柔軟に対応するために，学部配属
に拘ることなく横断的に教師同士が手を差し伸べあ
える仕組みを導入する。そして，これまでのように，
いくつもの関係者から了解をとらなければ事が運ば
ない制度を改め，今後は主任等の責任者との会議だ
けで業務を進められるようにする。さらに，教育的
効果が見込まれる場合に限って特別支援教育を専攻
する学生を学生支援員として今まで以上に積極的に
活用することも有効であろう。
しかしながら，それでも超過勤務の解消ができな
いようであるならば，最終的には教育組織の再構築
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を英断しなければならない。本校のような教員数の
少ない附属学校であっても，現在は他の大規模県立
校と同じ分掌役割を割り当てている。したがって，
たとえ教師に不都合な事態が起きても代役どころか
援助要員さえあてがう事が極めて難しい。そのため
教師に対して目に見えない緊張感を与え続けている
ことも事実である。設置者である大学等関係機関の
理解を得ながら富附特支にふさわしい独自の構造を
考える。少ない人数でもある程度余裕をもってこな
せる組織を造る。機能主義の観点から通年の校務割
り当てを必要最小限にとどめ，それ以外はイベント
プロジェクトといった時限的チーム学校的な構造化
を組み合わせることを避けては通れないと考えてい
る。
組織構造の多様化・分権化
リーダーとしての第1の役目は，内に対しては
教師の多様性を容認し共生していくことにある。教
師は一人ひとり異なる価値観を有している。例えば，
あるものは研究活動に生きがいを感じ，またあるも
のは余暇や家族との時間を大切にした生活に大きな
喜びを感じている。それらの矩を超えない範囲で改
革を推し進めなければならない。この調整機能とし
て平成26年度に試行した自己点検プロジェクトを
充てたいと考えている。
そして，第2の役目である対外的な社会適応に
関しては，常に変わり続ける社会の中で自らの存在
価値を見極めながら広範な協働をしていかなければ
ならない。特別支援教育発展の中核的な役目を負う
ため，また障害者理解啓発やインクルーシブ教育シ
ステムの構築に向けて様々な形で参画するためには
組織構造も柔軟に変えていかなければならないであ
ろう。ただし校内組織で全ての役割を担わせるやり
方をとるのではなく，前項で触れたチーム学校的な
考えのもと大学や県教委，そしてPTAなど利害関係
者を巻き込んで必要に応じてボトムアップ的に集合
離散できる体制化やそこでの分権化を推進していく。
物的資源
富附特支が長年開発してきた授業づくりのコツや
支援ツールを体系化することで独自の教育資源を有
することになり学校の強みとなる。また平成27年
度には，ICT教育での外部資金の確保をしている
が，今後は特別支援教育に関する教職員等の資質向
上に資する講習の開催など附属学校ならではできる
取り組みを積極的に提言しながら予算の獲得を行っ
ていくことが大切である。
フィードバック機構
学校改革は必ずしもロードマップ通りに進むとは
限らない。様々な問題状況に対しこれを早期に捉え
てきめ細かなフィードバックを可能とするために，
学部主事の果たす役割は大きい。校務の集中・偏り
に関してその原因分析などにも積極的に介入する。
学部教師の健康状態・家庭環境の変化，教師間の人
間関係等を敏感にキャッチし，ソーシャルサポート
を適宜講じる。そして授業研究に関しても，これま
でのように研究会に向けて完成度を高めるためにで
はなく，日々主体的に学ぶ教師の力量を高めるため
に行うことを十分に踏まえ，その啓発に心がけるこ
とも必要である。
モチベーション管理
直近は，ロードマップに従って年度毎一つひとつ
の目標を確実にクリアしていく。実行可能性を高め
ることで取り組みへのモチベーションを持続させる
ことになる。ただし，そのように進めていったとし
ても，単に退勤時間が早くなったことだけでは十全
ではないと考える。本校教師の高次なインセンティ
ブに応え歩みの先に得られる価値が何であるかわか
るようできる限り示さなければならないであろう。
この回答としては，大きく2つあると現在考えて
いる。その一つが前項でも触れた附属学校ならでは
の取り組みとして他の学校や教師に貢献する役割を
担うことである。これに関しては，平成27年9月
より関係部署と連携しながら協議を進め，今後学び
あいの場を教員免許状更新講習や教職大学院の授業
の中に取り入れるよう検討しているところである
（表2）。もう一つが，県教委との人事交流によって
教育経営の実践的認識論
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表２ 学びあいの場の活用イメージ（平成27年９月）
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輩出する教師像の明確化である。どんなに公開授業
で児童生徒の素晴らしい姿を知ってもらえても教師
自身が正当に評価されて県立校に戻ったときに附属
特支での経験を応用することができなければ人事交
流のメリットはない。そのためにも本校で培う教師
像を明らかにし県教委とも合意して交流していく。
学校改革のロードマップを絵に描いた餅にしないた
めに平成27年10月より着任年数別の懇談会を通じ
てすべての教師に対してこの目論みに対する理解と
協力を促しているところである。今後とも・関心・，
・期待・，そして・貢献・を主な柱とした動機付けを
図っていく。
７．あとがき
教職では，個人から組織レベルまで，また戦術的
から戦略的レベルまで多様な課題が輻輳し，その解
決にあたっては，異なる段階のプロセスが並行して
進められている。新井（2002）は，個人の学習が
戦略的視座に立った高次の組織学習へと及ぶために
は・振り返り・の行為が必要であり，これを通じて
初めて・個人的な知の体系・から・社会的な知の体
系・として洗練されると指摘している。一方，組織
論の中心的課題の一つである「学習する組織」の実
証研究に関して土谷（1998）は，組織における解
釈枠組みの変化のために長い期間を要するとともに，
認知的プロセスであるため外部からの観察が困難で
あるため，内部観察の手法をとることが必要である
と述べている。
これらを踏まえて著者は，自らの能力には限界が
あることを重々承知した上ではあるが，学校組織の
リーダーとしての職責が与えられている限りにおい
て教師の主体性に裏打ちされた学びが持続可能な研
究校としての存立に寄与するよう，そして同僚共生
と社会適応が相容れるようにインサイダーとしてア
クションラーニングを継続していきたい。さらなる
問題要因が内外から齎されることは想像に難くはな
いが，教師に対しても教職の問題のインサイダーと
して学びあい，関わり認識を共有しながら変化する
ことに合意するよう働きかけていく所存である。
注記
（1）これは，チェックランド（Checkland1981）
のソフトシステム方法論（略称:SSM）のプロセス
に準拠して著者が加筆修正したものである。ここで
は，特長的な考えを概説する。一般に意識に遡上す
る問題状況とは，複数の問題が複雑に絡み合った状
態である。それは，システム論的にはオープンであ
り常に変化している。従って，これ全体をひとくく
りで解決することはできない。しかし，幾分か改善
することは可能である。その有効な方法とは，問題
を特定し，その仮説命題を見極め概念化したうえで
実行可能で望ましい対策を編み出し，これを実行す
ることで現状を止場することである。ただし，そこ
での対象はより包含的でなければならないし，仮説
命題はより本質的でなければならない。見方が偏っ
ていたり安易な原因に帰するようでは，どんなに解
決に労を費やしても無駄骨になってしまう危険性が
ある。その際に大切なのは，問題とは自己と対峙し
て存在しているのではなく，自己の現象であるとい
うこと，さらに問題状況も利害関係者の志向性の総
体として潜在する前意識的な現象（地平）であるこ
と，さらに学びの内実が対象それ自体なのではなく
意味づけに伴う自己変容であるということである。
したがって問題意識を対象との関係性において捉え
る必要があるし，問題状況に至っては，問題に対す
る同意・理解・自覚の働きかけを必要とする。そし
て，これらに有効な方法が，省察であり対話なので
ある。以上の合意によってはじめてメンバーの自己
尊重を高めるとともに組織としてのアイデンティティ
を形成するというのが，著者の考えである（竹村
2012）。
（2）平均的な行動特性として，エゴグラム（図7
［左］）からは規範的意識が強いことと何らかの原因
で葛藤していることが読み取れる。また，同図［右］
のEQIグラフ（相川2001）からは，社会的な役割
を自覚し同僚との関係性を大切に状況に合わせて柔
軟に行動していることがわかる。現状を楽観視する
面もあるが，その一方で，自らの主張はあまり行わ
ない。それだけでなく同僚の感情状態を感じ，気持
ちに寄り添いながら理解しようとすることもひかえ
ている。セルフ・エフィカシーが低いことも勘案し
て推察できることとは，全体的に和を保とうとして
いる一方で感情的に都合が悪くなる恐れに対しては
敏感に回避する行動をとっているということである。
エゴグラムに表れた葛藤も，同僚教師としての倫理
観と実際の抑制行動との矛盾に起因していると考え
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られる。
謝辞
教職における最も大きな課題のひとつに教師の多
忙感がある。学習指導と呼ばれる営みに教職生活上
の時間の多くが割かれるべきなのであろうが，実際
は家庭や地域が本来果たすべき役割とその責任をあ
いまいにしたまま学校にばかりにそれらがしわ寄せ
され，教師にはただ直向に頑張ることばかりを強い
る結果となっている。これに対して，まじめな教師
ほど・これでよし・という実感が持てず・さらに，もっ
と・・・と自らを追い込んでしまっている現状があ
る。富附特支もその例外ではない。著者は，教師自
身がこの問題の当事者として，教職の多様性と不確
定性にこそ目を背けずむしろそこから学ぶことが重
要であると考えている。平成26年度の着任1年目
は，自身が校長であることを失念し，報告が上がっ
て来る前にさまざまな会議に顔を出し多くの質問を
して少なからず口出しもしてしまい一部の教師から
は・かき回している・との厳しい指摘もいただいた。
そこには，単に著者が実情を知りたいためだけでは
なく，先生方自身に今自分のしていることは何なの
かを問いなおしてもらいたいという言わば老婆心も
あった。とはいうものの，初年度は著者の介入が逆
に多忙感を増やすことになってしまったのではない
かと反省している。著者の主意主義的な研究姿勢の
せいで余計な負担をおかけした先生方に改めてお詫
びを申し上げたい。
最後に，平成26年4月からの約1年半の間，誠
心誠意をもって対応いただいた先生方に御礼を申し
上げるとともに，今現在も一連の取り組みを下支え
していただいている副校長・野原秀年先生に対して
心から感謝の意を表す次第である。
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